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1事業の成果

本事業年度も前年度に引き続き新型コロナウイルス(COV:D-19)の 影響を受け、移動の制限や事業計画の変

更を余儀なくされたが、感染拡大を助長せぬよう、安全第―に事業計画の実施を進めた。将来的な案件立案の

場の調査年は難しい年となつたが、現行の事業においては概ね計画通りに事業実施を行う事が出来た。

■緊急支援事業

<エキュメニカル防災・災害支援:ACT Japan Fomm>

人道・開発支援のためのキリスト教系口暉的連合体である ACTアライアンスの日本フォーラムとして ACTジャ

バン・フォーラムを発足し、CWS Japanが 事務局を務めて2年が経過した。同フォーラムでは、国内緊急災書支

援、各地関係者間の災書支援体制構築と防災普及啓発という3本社を主目的として活動している。令和2年7月 、

熊本豪雨災書が発生したが、新型コロナ感染症拡大により、県外支援団体の来県が制限されたため、現地パー

トナー団体である熊本 印ヽに)Aを通して、最も被書が大きかつた人吉市内において被災者支援を行った。令和2

年8月 、ACTジャバン・フオーラムとしてCWS Japanと NCC(日本キリスト敬協議会)が MoU(覚書)を締結し、

アジア・パシフィック地城フォーラムを通して ACTアライアンスから正式に承諷された。また、ジヤバン・フォーラ

ムとして、適切な人遺支援のための行動規範を公に示すため、ACTアライアンスの Code of Good Practi∝ を

翻訳し、日本襦版第1版としてHP上で公表した。

くインドネシア地震・津波被災者支援>
2018年 9月 に発生した中部スラウェシ州地震によって被害を受けたシギ県及びドンガラ県において、被害を受

けた対彙世帯 273世帯 (1,089人 )に対して戸別トイレの新設を行うとともに、術生促進事業を実施した。本事業

の対象となつた世帝は、針回当初、地震によつて被害を受け、トイレヘのアクセスが困難となつていたり、または

安全で衛生的なトイレの利用ができていなかった。新型コロナ感染症拡大の影響により事業期間が延長するも、

2020年 8月 に当活動を終了し、本事業を通じたトイレの設置によって、トイレの利便性、神益者の安全及び尊厳

を保ち、神益者による持続的なトイレの維持管理ができるようになった。さらに、衛生的なトイレの利用を実現す

るため、対彙世帯に対して研修を受けた衛生促進員による衝生教育を実施することで、公衆衛生リスクを出餞し、

当族リスクの軽減に向けた対策を神益者自らが行えるようになった。

くパキスタン書虫被書緊急支援>
2020年 1月 31日 に書虫被書の深刻化・加速化に饉み緊急事態菫言が発表されたパキスタン情勢を踏まえ、

最も被書が深刻な地域の一つである同ロシンド州において、書虫被書被災農家(1,600世帯)に対する緊急キャ

ッシュ支援並びに同曰政府を通した書虫駆除のための薬剤供与を実施した。書虫の卵駆除のための耕転作業

に対しキャッシュ配布を通して、書虫の卵の孵化を阻止し、さらなる書虫被書を防止した。また、既に孵化・成虫

化した害虫による被害の拡大を防止することを目的とし、書虫駆除のための薬翻を同国政府に供与した。さらに

作物管理・病害虫管理研修を実施し、被災農家自身が自主的、継親的に講じることができる予防対策手段を習

得した。

<アフガニスタン新型コロナ対策緊急支援>
新型コロナウイルス感彙症拡大によつて生計に深刻な影響を受けたアフガニスタン国内、特に深刻な食組不足

が慢性的に続いているアフガニスタン・パーミヤン州において、当腋地域に居住する避難民及び帰還民を中心と

する社会的、経済的に脆弱な貧困世帯に対し、食糧を含めた生活必需品の確保を目的としたキヤッシュ配布を

行つた。当腋活動により、対象世帯の更なる食組危機の悪化を防ぎ、健康的な生活の再建に寄与した。具体的

に、社会的、経済的に脆弱な貪困世帝として、対魚地域の日内避難民及び帰還民のうち、女性が世帯主の家庭、



障害者、孤児、お年寄りのいる家庭、未だ支援を受けていない世帯などの腱弱層を優先し、キヤッシュを配布す

ることで、対象コミュニティの食糧危機の悪化並びに対彙世帯による負の対処法を防ぐことに寄与した。

<令和2年熊本豪雨災書支援>
令和2年 7月 、熊本県を中心に発生した豪雨災書に対して、地元パートナー団体 (熊本 ⅣヽЮA)を通して、人吉

市を中心に、被災者の生活再建、球磨病院と被災世帯への物資供与、被災農家への援農交流活動等の緊急

災書支援を行つた。また、同災害経験から防災教訓を目奎・抽出し、英編の冊子として出版し、各関係機関に配

布した。

■開発支■事業

<ベトナム北部 :チエムホア県災書レジリエンス向上事業>
外務省 NGO連携無償資金協力の助成で、洪水・土砂災書被書が多発するトウエンクアン省チエムホア県にお

いて、地方政府のリスクアセスメント並びにコミュニティの自主防災計画策定支援の能力強化を通じて地域の包

括的な災書対応能力を向上させる事業を実施中である。新型コロナウイルス(COⅥ D‐19)感染拡大の影響を受

けて、当初立てていたスケジュールの大幅変更を余曇なくされたが、オンラインでの研修方法を活用し、リスクア

セスメント、ハザードマップ作成、土地利用□や災害履Eの田査、被災理由の検証、気急観瀾の啓発等を実施

した。現地では、天然資源環境省(MONRE)、 省農業農村開発局(DARD)、 河川水位観測所、各対彙コミュー

ンにおける人民委員会 (環境・土地利用・副代表等)や小中学校教師、タントラオ大学農林水産学部等が,回し

た。

<パキスタン、シンド州千ばつ等対応防災力向上事業>
2019年 1月 に開始した千ばつに関する防災力向上事業であるが、3カ年事業の 2年次が 2020年 3月より開

始した。主となる財源は、外務省 NGO連携無償資金協力助成金である。当初予定では、2021年 2月に 2年

次が終了し、翌 3月 より3年次が開始する見込みであったが、コロナ禍の影響を受けて5月 末まで2年次が延

長された。具体的な支援内容は、日本の専門家が有する衛星写真解析や電気探査を使つた水文調査を、支援

対象村でおこない、その分析に基づき井戸を建設した。当初は年次ごとに 8村を対象とする予定であつたが、2

年次はコロナ禍による時間的な遅れと、物価の高騰の影響のため、うち7村のみで完成した。残り1村について

は、3年次の支援対象に加える予定である。また、シンド農業大学と提携して、上述の水文■査の技術について、

防災や農業に関係性が深い現地行取やアカデミアを対象にオンライン研修会を開催して、技術移転を試みた。

―方、支援対彙各村では、住民を対象に災書に強い農彙に関する研修を実施し、貯水タンクを建設するなどソ

フト、ハード両面で災書に対するレジリエンス強化に努めた。

<アフガニスタン防災力向上に向けた人材育成及び政策環境整備事業>
前フェーズ(2017年～2020年 )の活動成果から次の段階へとつなげるため、2021年 1月よリフェーズ2として

3年間の新規事業を次の 3本柱の下で活動を開始した:1)防災インフラ整備計画・設計の技術移転・設置工事、

その成果物としてガイドラインの作成、2)防災ボランティアの増産及び更なる技術移転 :前フェーズに続き、ハ

ザード・防災マップの作成、防災計画策定技能をもった人材を持続的に輩出できる体制を目指して、カプール大

学内にワークステーションを設置し、技術研修を実施。同時に、リモートセンシングや衛二画像による地形判読

技術等の技術移転を行う、3)災害種別の防災政策立案及び高度防災人材青成への支援:災害種別政策文書

の実施に係る関連省庁や関係者を招集し、新たな政策文書の策定や詳細が関係者に日知されるための支援を

行う。更に、防災関係者向け防災セミナー開催を通して事業成果を広く周知し、政策提言を行う。また、カプール

大学防災専門コース設立に向けコンテンツ作り等を支援する。第1年次を開始し、半年が経過したが、当初計画

していた本邦技術研修は、新型コロナ感染症拡大により、研修員の来日が中止となったため、オンライン研修に

変更となった。

<ATIH(ADRRN Tolり 。innova」on Hub)>

アジアのローカル NGOを主体とした人遺、防災分野のイノベーションを生み出すべく、ワークショップ等の活動



を行つた。インドでは、水書・千ばつに日して 3チームが実目に事業を開始し、新たな熱波のテーマにおいてイノ

ベーシヨン発掘プロセスを開始し、ワークシヨップをオンラインにて開催した。フィリピンにおいては液状化リスク

啓発・学校防災の強化・インクルーシブ防災に特化した3チームのフォローアップを引き続き行つた。また、インド

ネシアにおいては、インクルーシブ防災を目指した防災イノベーションの発掘事業を開始し、テームの特定やワ

ークショップの開催等を行つた。

<新宿区防災多文化共生事業>
曰籍や文化など多様な背景を持つ外国人住民の多い新宿区において、災書時に脆弱な外国人を取りこぼさず

に支援できるよう、すべての住民がお互いに助け合いの行動がとれるレジリエントな多文化共生コミュニティの

構築に向けて、口査活動を開始した。口査活動の結果をもとに、次の二つの活動を実施する。第一に災害発生

時に地域の宗教施設などを通して、外目人住民や地域住民が必要な地域のリソースにアクセスできるような共

助の仕組みをコミュニティ内に劇造する。また、平時から地域の支援者が災書時の外国人のニーズを事前に把

握し、有事の際の役割分担月日整を行える場として、また外国人と地域住民が防災について学べる空間として、

地域の来教施設などに出会いと学び合いの場を創造することで、お互いに顔の見える関係を地域内に構築する

ことである。本報告期間においては、外国人当事者へのオンラインアンケートおよびインタビュー、各種宗教施

設・関係者、支援団体へのインタビユーを行つた。

■NPOの籠力強化支援事業

<NG02030>
NG02030と は、日本における NGOsの成長の方法性を示し、社会におけるその存在の価値を高めることを目

的として、国際協力 NGOの組織や個人で構成されるワーキンググループである。その取り組みの一環として、

特に大学生等の若者を意詢したウェビナーを月に一回実施し、NGOのキャリアや NGO職員の経歴等を身近

に感じる事が出来るオンラインウエビナーを連続開催した。



2事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 205,022千 円)

定軟に配載
された

事業名
事業内容 日時 場所

従事者

人数

受益

対彙者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千円)

緊急支援

エキュメニカル

防災・災害支援

7月

6月

日本 2
全国

(国内 )

500

101.838

インドネシア地

震・澤波被災者

支援

7月

8月

インドネ

シア
3

シギ県被災

コミュニティ
1,089

パキスタン書虫

被害緊急支援

7月

11月

パキスタ

ン
4

シンド州被災

コミュニティ
8,960

アフガニスタン

新型コロナ対策

緊急支援

7月

1月

アフガニ

スタン
4

バーミヤン州

国内避難民

及び帰選民

コミュニティ

2,345

令和 2年 7月
豪雨災害支援

7月

1月

日本及
びアジア

2
アジアの防
災関係者

100

開発支援

ベトナム北部 :

チエムホア県災
害レジリエンス

向上事業

7月

6月
ベトナム 4

省・県の政府
機関、大学、
そしてコミュ

ニティ

120

100,332

パキスタン、シ

ンド州千ばつ等

対応防災力向

上事業

7月

6月

パキスタ
ン

3
シンド州ウマ
ルコート県

2.300

アフガニスタン

防災力向上に

向けた人材青

成及び政策環

境整備事業

12月

6月

アフガニ
スタン

4
ナンガハー

ル県
ラグマン県

33

ATIH(ADRRN
■0町。

lnnova」on

Hub)

7月

6月

フィリピ
ン、イン
ドネシ
ア、イン

ド

3

フィリピン、イ
ンド、インドネ
シアのローカ
ル NGO等

職員

イノペーシヨ
ン事業の受
益:コミュニテ
ィ対彙者

100

500

新宿区防災多
文化共生事業

10月

6月

日本 3
コミュニティ

住民
100



NPOの能力

強化支援
NG02030

9月

6月

日本
´
４

日本の国際

協力 NG0 2,500 2,352

(2)その他の事業

なし

以上



令和2年度 活動計算書
令和2年7月 1日 ～令和勢閾月m日
特定非営利活動法人 CWS J`p饉

円

尋 目

16,330,556

159,353
30,000

225,081

5,000

70,4161198
115,823.231

211
2,883,639

16,759,490

186,244,420

2,883,8〔ヌ0

25,340,100
589,020

4,206,954

30,636,674

4,402,770

8,479
90,396,732

6,516

1∞,∞ 1

550,088
94,6∞
1鬱・

“

8

仏 7∞
21330
0,∞7

1,547,1∞

191,〔Юl

68,390,217
650,579

2,844,904

2,450
3,000,000

1,238,602

“1741386,089

1114罰

r』L金

義雑訂捜

判醗壼
´う他収益
受取利息

2奪

醐I島】
謝金

奮電峯業実施経費

旅費交通費

こ幡童搬
=

広告宣伝費

:]:::賃
支払会費

il[塁1蘭

基職蕊金
為替差損

:為他費用計】
事業費計 205,022,763

887 769



令和2年度 活動計算書
令和2年7月 1日 ～令和3年3月 30日

特定非営利活動法人 CWS Ja“血

円

,旧

3.905.535

3,419,855

111,510
359,841

14,329

1305 1

210,437,893
△ 4,550,124

ｎ
）

　

ｎ
ｕ

△4,550,124

0
△ 4.5∞.124

22,408,030
17.857.912

管理費
【人件費】
給料手当

通助手当

法定福利費

福利厚生費

【人件費計】
【その他費用】
旅費交通費

通信運搬費

事務用品費

印刷製本費

支払地代家賃

支払会費

委託費

支払手数料

外部監査報酬

租視公課

【その他費用計】

管理費計

経常費用計

当期経常増減額
2.経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益合計

(2)経常外費用

経常外費用合計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

3,924

161869
47,707
1,140

30,9Ю0
78,900
48,400

512,155
715,000

600



令和2年度 貸借対照表
令和3年6月 30日 現在

特定非営利活動法人 CWS Japm
円

科
~~目

205,906,150

206.365

188 304
188,304,603

17,857,912

17,857,912

206.162.515

113,085,288
91374,970

269,309
83,176,583

256,365

20,689,556
166,383,186

1,231,861

資産の部

流動資産

普通預金

未収金

前払費用

仮払金

流動資産合計

固定資産

敷金

固定資産合計

資産合計

負債の部

流動負債

未払金

前受金

預り金

流動負債合計

負債合計

正味財産の部

正味財産

正味財産合計

負債及び正味財産合計

206.162_515
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令和2年度 計算書類の注記

豊ヱ土萱型壼腱法人工■■」型璽

1.■ 晏な会コ|力
"財務罐表の作成は、NPO法人会計薔摯い 10年7月 2:日 :Ю 17年 12月 12日 ■■改正 NPO法人合計』●脇日

“

さ)に ようています.

(1)消 費■年の会計処理

消費視年の会計処理は.■込経理方式によつています.

2.●彙別拐●の状況

事業,1■ 薔の状況は以下の通りです.

■ 目 祭S支崚事彙 開,支崚事貪
NOの奎力強化

t,●■■ 事■●日,I 晉■椰日 合計

a,1■ 15

92.7●1“わ

07

1.0"." ア002'0

14.104),107

|

1●7`04"
1“.2444ロ

211

●

“

●.`"
33

掛
・
●●

1.“7716
B3.4●2.“D

6aO.“●

111,

■∞●

“

■0".“嘔

10●3“´
"

B5.3日 0.口暉 04.0● .4●5

“

Ю
"

1口 ,コ
・

●●1 15.157,4113 a",口 7,■●

15.(1● .165
13.4``7

1.711,001

0

2.400.■,
0

202,“●
0

a、

“

o,loo

“

0.Q"
●2●3.“4

0

3.410.e55

11l βll

3“ .“ 1

14.320

■ 2".1崚 ,

7●1,lm

`ヨ

●|,■疇
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570.173
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0

11D.103.150 17.714,41,3 2,75:),(122

",●
呵174 3.006.535 綺

“

aan

222.741

0

0().11".616

0
1∞.∞ 1

01,001

0

12′,3
|

1'01.441'

0.250

1.1“ .まり
1∞ ,∞ 1

“

0,■わ
01,“p

l.871.`"
4つ

0,000.0∞

“

●403
0

4.100,●:り

0,47●

7.010.117

0,516

|

525.`112

0`.“0
14Ю ,13
42.7つ 0
42.αЮ
II:.111

331010
ol.mo

07,a2.4″

“

0.α

"0ア3.011

2.050

0
072,100

“

。

．
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．

．

．
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．
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．
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。

仰

ロ

∞

”

『
。
。
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。
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■コ●

■470
00,中 .712

●316
1∞.∞1

“

●・α腱
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l鴫 |“

“
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"ヽ“

0
4“7

1,“7.1∞
101,“

●中 嘔
"ア¨
"●ヽ

“

,“
ム

“■●
"・

∝Ю
l,2",002

“

0
0
0

3.924

0
10.“●

0
47.707

0
0

1.1“,

04.0∞
7●脚 0

“

.“0
312.155
716.(X",

ぼЮ
0
0

O

`“
a"o
■47●

“

).3●6.7"
10,“●

1∞ ,001

"2●
ロ

“

1嘔
'釉 .“

名 コ

"3,“
Ю

41,“″
1.●●■‐
′0.¬

"01),444,0:7

1,112“
S,“■瞑

“●ヽ0
●.000,…
1.2“,002

“91,o74.733 02.010.02● 90.3:1) 1れ
",011

■509,505 175,●15,004

101,37.“ 2
`00,3al●

19 2.“2.352 D",02,710 5.415,130 210,437.攣 13

△6.471.700 △5,4a,.114 △2,"1,409 △1へa睦,402 0.742,271 △4“ni124

l饉常収4
1受 0キ●●

2受 取り]咸全専

3その帥 4
受取利t
■収●

饉奮収

`‖ll●■費用
(1)人 件■

●料手当

通島手当

法定福利■

●利

“

生,
人件賣計

(2)その他藝費

"金交際費

■11●熟■■こ,
旅■交通■

■櫃奎

通信菫籠賽

広告宣伝費

'3用
品,

日R`R'
●★,ぼ彙

印H"本 賽

支仏

'●

代豪■

支払会,
■籠費

文払 手■,
外部監●●ロ

租優公民

支払
=付

奎

為●菫損

■,
その他饉費計

饉奮費用計

当

"通
常増崚慣



3.使選,が日わされた,付,の内訳

使違●が

"わ
されたキ仕金停の内Rは以下の■りです。当法人の■味け産は,審 7o12円 ですが.そのうち5口

"円
は外国人彙口層支■に■用される財こです.した

がって.■遺が日詢されていない正味財産は17p● .012円 です .

円 )

内 零 ■百曇面 当 躙 ■ 刀 ■ ョ用,少 n 昴 禾層● ,■

"定
書tF a∞,ool 255,001 5.∞0

HIF・ A●RnN東京イノベーション′ヽプ (AnH)
(第 2フ ェーズ)事薬

0 12,236.016 12.2::5.615 0

前期に前受全として,借対熙表に,I上

した7,20,,77円 と.当期に交付を受け
た5,175,100口 のうち.2".●62円は前
受全として賃僣対照表に計上していま
す.

トヨタ財団・新宿区防災多文化共生事業 0 703.710 7●0,7" 0
当

"に
交付を受けた1,00,p∞ 1円 のう

ち.201′02円 は前受全として

'借
対日

表に針.Lし ています。

ELRH“ CLIP事 ■ 0 57.471.715 57.471.7● 5 0
当

"に
交付を受けた|口 μ

",160円

のう

ち.“ 口
"0は

前受全として,借対照

表に計上しています .

外瘍省・日本ヽ00連

“

缶書贅0●カ ア7ガ
ニスタン防災力向上 (3年次)Ⅲ■

0 3∞ .004 コ6口

“

0

前用に前受全として貸借対照表に計上

した

“

拍0∞円のうち306.∝

“

円は.事

■が●7したこと|ことり当月に収●計上

しています。残●い .■澤円は.当

"に未払全として,借対椰表に追加計上
しています.

」PF・ アフガニスタン予ばつ支援("2フ ェー
ズ)事業

0 127.754 1″ .7“ 0

10期 に前受0として

'借
対照まに計上

した,`0.∝Ю円のうち127,7ξ

“

円は.事

桑が薔了したことにより当期に収益計上

しています。な輌の22“円は、当

"にネ払金として彙借ヽ照表に迫力計上
しています.

JPF・ インドネシアスラウェシ地』彙支援 (第2
フェーズ,事彙

0 25,7112.001 21,,712.● 011 0

前

"に
前受全として彙僣対照■に計上

した
"β

お′
"円

のうち.次期に返還
予定の1.113`“口を差し引いた0嘔
を、当口に収●計上しています.

外,省・日本

…

■債資金●力 ′`キス

タン防災力向上●年力 ■栞
0 4.150.171 4.150,171 0

前

"に
11受全として

'僣
対照表に計上

した

",瞑
4701円 のうち.次用に■月

予定の

",7“
.610円 を差し引いた全輌

を当コ |こ取●計 卜しています。

外薔省・日本
"0∝

“

熱■■全協カペトナ
ム災歯レジリエンス向上(1年次)事棄

0 12.囁p.24 12.000.234 0

前用に前受全として

'宿
対照

=Iこ
計上

した10."'“崚円のうち.次

"に
返還

予定″X“
"口

∞1円 と、お書差損●
270`"円 を差し引いた全額を.当鋼に
収薔,「上しています。

」PF″ キ`スタン宙菫板害対策(第 1フ ェーズ)

0業
0 44.316.“0

“

.0".0" 0

前期に前受全として,偕対臓 に計上
した47.″0,1● 5円のうち.次期に返遺
予定″)3.430.406円 を差し引いた金額
を.当

"に
収益計上しています。

」PF・ アフガニスタン籠璽コロナ対応事菫 0 13.991.101 18.001.10, 0

当翔 (ミユ付を受けた19ュ

“

.160円 σ

"ら、次期に返■予定の1.∝0.0"円 を

菫じ引いた全●を、当期に取差計上し

ています .

JpFツ キ`スタン書 虫薇害対策 (第2フェーズ,

事桑
0 3."1.031 3."1.“ 1 0

当用に交付を受けた2.g“ ,00円 のう
ち.21.0“ 017円は前受0として,H苦
対R■に,:上 しています.

外蒻

`・

曰ホN00連携無債,金協カ アフガ
ニスタン防災力向上 第2フェーズ(1年次)●

桑

0 2.0(,7.0,0 2.007.076 0
当

"に
交付ι受けた●0,9呻 円のう

ち.",αЮ,374円 は前受全として貪借
村熙ユ|こ計上しています.

外薔省・曰ホNeO連携彙債贅全じカ ベトナ

ム災書レジリエンス向上 (2年次)事業
0 2,015,135 2.015,135 0

当場に交付を受けた23μ

'.070円
のう

ち、21,010,“ 10円 は前受全として,借

"熙
表に,,上 しています.

外務な・日本NCO連携無償資金協カパ■ス
タンレ災力F●1■ (3年

^)●
葉

0 4a).6ЮG 420.3●6 0
当翔に交付を受けた52.“ )0.413円 のう
ち.02.422.∞7円 は前,任 して費僣

対熙表に計上しています。

エキュメニカル防災・災害支援事栞 寄付金 0 0●.150 1",a, 7(1).(ЮI

前期に前受全として☆僣対照表に計上
した●10.1∞円と当

"入
金のう0.0∞円

が
',.当

翔に使用した150.e"口 を差し

引いた701.313円を1崚全として

'倍
"服

■に計上しています。

合 ,I 1",7.●● 1“ .“2.■

"
714000



4.固定資菫の嗜減内駅

5.そのに
"セ

非営利活●法人の■産.■債、■●正味財この状●■びに正味財産の1●減の状況を明らかにするために必甍な事項
・事業,と ,理

'の
接分方法

各事彙の饉

'及
び●彙,と

'口
,に共邊する饉,のうち、綺料手当、ユ定旧利■.支払

'●

代家賃1こついては従事峙田割合に基づき接分しています。

■ 目 減 少

■■その他のF□
嗽全 400.aS 1∞ ,α

"
a嗜,螂 2“.“6

401鰤 ,∞ 0∞ 2“

“

2“,“6合計

■

"Fコ
マrT]■■■■E■:]■■■ ■」,Eヨ凛:!~1‐●:::市 ,■:■iI]r■ ■ i弼ぎif:1■■日



令和2年度 財産 目録
令和

=関
1月 コ1日 翼在

特定非営利活働法人 CWS Japm

,, 日

931,221
76,892

4(烙,971
16,365,071

2,1779,032

11,954,634

■6,7(6
2,172,944

52,849,413

506,093
2,295,697
593.378
128,839
998,482

4,128,448

15,473,635

5GHl,715

392.167

3).∝Ю
521

1,530,942

105,765
1,805,405
007,545

2,439,924
926,116

上菫E,■2
9.374.070

209.309

126,005

20,767
27,000
85,000

__1,537

31,726,032
18,514,007

25,008,004
7.426.600

83.176.503
205gnl∞

2“.365

250.365

1店余
暑賤

金

靱:蠍
日定:電

本キリストは全●

魔:郎
‖

206.162.515

三亘玉亜亜回



令和2年度 財産 目彙
令和3年0月 30日 1■在

特定非営利活麟法人 CWS J口,m

科  目

364,425
25,261
25,470
38,155

3,(Ю7.372
2.578,877
402,521

2,022,(Ч57
1,113.638
3,439,466
1,003,008
4,900,“0

m.m5
26.594
25,000
25,(X)0

33,000
15,4Ю

l∞ ,αЮ

“

5.337

265.(H32

32,70(),610
709,(M)6

291,a2
37,003,374
21β16,943
2,422,∞ 7
21,000,817

3“.365

757,038
356,037

7,586
110.400

1.231.861

1“まX603
188.メX,∞3

17.857.912

鶴:鷺・
未払全

4“
“

:::::::::|||||:|:::|:|:||||!illlll:ト

ナービス手敷‖

尚前
魏贄全
温 爵

1珀

L~「a,“9,5国

「

可顧頭51国



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 2年度年間役員名簿 (宙●彙年度において0■ であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所菫
びにこれらの者についての前事■年度における0■0有●を●●した名簿)

室腟 」L瑾日団週動立△ CWS J tt an

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□ 以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□ 各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

1
・監事

ショウ  ラシ
゛
フ
゛

令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年 月

月

日

年 日ショウ ラジブ

2 監事

コ ノ  タケシ 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月  日

年 月 日小美野 円」

3 監事
オオハシ マサアキ 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日大橋 正明

4 監事理 事
リュウ  シンノスク 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日龍 信之助

5

⌒

Qり監事 i7"r v:i 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日田島 誠

6 ・監事

レス・リー・ ウィルソン
令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日
レズリー・ ウィ
ル ソン

7 監 事

コカイ  ヒカリ 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年  月  日

年  月  日小海 光

8 理事 監事

モトカワ  シロウ 令和 2年 7月 1日

令和 3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日元川 士郎

9 理事

コマツタ・  サタ'トシ
令和 2年 9月 29日

令和 3年 6月 30日

年

年

月

月

日

日

小松 田 貞利



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立 。事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 CWS Japan

氏    名

1 小美野 剛

2 伊藤 洋子

3
パピンダ・カエウノイ
(Paphinda KaewnoD

4 大橋 正明

5 ショウ ラジブ

6 龍 信之助

7 田島 誠

8
レズリー・ウィルソン

(LesL Wilson)

9 小海 光

10
'?*e> . )si/v
(Marvin Pannel l)

11

12


